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今年度の人事異動の作業も、例年と同

様に 10 月上旬に各学校の職員会議で説

明が行われ、その後、意向調書の提出、

校長によるヒアリングが行われる予定で

す。この人事作業の開始に先立って、高

教組は 8 月 16 日、人事異動の基本方針

や意向調書などについての要求書を提出

し、9 月 14 日に交渉を行いました。

この交渉及び昨年までの交渉などか

ら、意向調書の記入やその後の人事作業

にかかわって、教職員の皆さんに知って

おいていただきたいポイントについて、

お知らせします。

子育て中の職員に対する人事上の配慮を確認

…意向調書を改定し要望を書ける欄を明確化
高教組は要求書の中で、県教委自らが

定めている｢特定事業主行動計画｣(子育

て中の職員に対する支援計画。法律によ

って策定が義務づけられている。詳しく

は裏面に記載)にあるように、子育て中

の職員に対して人事上の配慮をする方針

であることを校長に周知するとともに、

｢特定事業主行動計画｣に明記しているよ

うに、意向調書に｢転勤について人事上

配慮を求める場合に記載する欄｣を設け

ることを求めていました。これに対して

県教委は、｢特定事業主行動計画｣で人事

上配慮することになっていることを校長

に説明すると答えるとともに、意向調書

の第2面(裏面)の｢本人及び家族の特記事

項｣の欄に｢健康、子どもの養育、その他｣

の文字を入れ、そこに人事上配慮を求め

る内容を書けるようにすると回答しまし

た。

意向調書の｢人事異動等に関する希望・意見｣欄に、
希望する市･郡の順位や学校名を書いてよい

意向調書の第 2 面(裏面)の｢人事異動

に関する希望・意見｣の欄には、異動を

希望する具体的な学校名や、市・郡名を

順位をつけて書くことなど、本人の意向

を 自 由 に 書 い て よ

い こ と は 、 こ れ ま

で の 県 教 委 交 渉 で

何 度 も 確 認 し て い

ま す 。 今 年 度 の 交

渉でも、県教委は、

｢このことについて

は 、 こ れ ま で も そ

のように校長に説明してきており、周知

しているところだが、今年度も校長会で

伝えたい。｣と回答しています。

校長によるヒヤリングはもちろん重要

ですが、中には本心が校長に伝わってい

なかったり、校長から人事担当者に正確

に伝わらなかったりすることがありま

す。自分の本当の意向を意向調書に書く

ことが大切です。この欄を利用して、自

分の本当の意向を、具体的に意向調書に

書いておきましょう。

旧方針から現行方針への｢経過措置｣の確認を
現在の人事異動基本方針は、 2004 年

に制定され、 05 年 4 月の人事異動から

適用されていますが、それ以前の A･B･C
３地区制の旧方針との関

係で、経過措置が確認さ

れています。その内容は

右のとおりです。この経

過措置をあらためて確認

し、該当する人は、この

経過措置に沿った対応を

求めましょう。

旧方針で３地区満了の人で 50 代

(04 年度末)の人は、新方針の 15 年

は適用せず「同一校 6 年」で動くこ

とになり、動くとしても遠くには行

かない。

49 歳以下の人は新方針で動くが、

校長のヒヤリングをしっかり聞い

て、できる限り本人の不利にならな

いようにしたい。地区間で動くけれ

どもできるだけ近くにしたい。

｢特殊事情説明書｣はだれでも提出できます
本人や家族の健康状況など、人事異動

に関連した様々な事情がある場合は、「特

殊事情説明書」が出せるようになってい

ます。毎年、「特殊事情は、意向調書裏

面の『本人及び家族の特記事項』『人事

異動等に関する希望・意見』の欄に書い

たので『特殊事情説明書』は提出しなか

った」と言う人があります。『特殊事情

説明書』はすべて「特殊事情審査会」に

かけられて審議されますが、「特記事項

の欄」は人事担当者が見るだけであり、

その重みが違います。

健康問題に限らず、人事異動にかかわ

って様々な事情がある人は、遠慮せずに

特殊事情説明書を提出しましょう。どの

ような問題が特殊事情にあたるかという

限定はありません。『特殊事情説明書』

の用紙は、求めた者には「いつでも」「誰

にでも」渡すことになっており、勤続年

数にかかわりなく特殊事情のある人は全

員提出できることは、これまでの交渉で

何回も確認しています。

今年度の交渉でも県教委は、｢(提出す

るかどうかは)校長が判断するものでは

ない。本人が出したいのであれば出す権

利がある。｣と答えています。

農･水･工の｢交流人事｣は 毎年実施するような制度にはしない
本人の意向に反する人事にはしない と確認

今年 4 月の人事異動で農業専門の教諭

が長崎鶴洋の水産へ、水産専門の教諭が

島原農業へ異動した事例にかかわって、

県教委は、今後も同様の｢交流人事｣を工

業も含めた形で実施する考えを示してい

ました。このことについて高教組は、｢交

流人事｣は希望があった場合のみ実施し、

毎年実施するような制度にしないこと

や、制度化する場合は本人の意向に反す

る人事にならないようにすることを求め

る要求書を提出していました。

この要求書に対して県教委は、9 月 14
日の交渉で ｢毎年実施するような制度に

することは考えていない｣と回答し、実

施する場合は、本人の意向に反して異動

させることはないことも確認しました。

＜裏面に続く＞



高校・障害児学校間の｢交流人事｣の導入を示唆
交渉の中で県教委は、今度の 2012 年

度人事から、高校と障害児学校間の｢交

流人事｣をおこなうとする考え方を明ら

かにしました。現在は義務制の学校と県

立学校(高校･障害児学校)との間で行わ

れている｢交流人事｣を高校と障害児学校

間でも制度化するというものです。

｢高校における特別支援教育の
充実｣が目的と説明(県教委)

県教委はその目的として｢高校におけ

る特別支援教育、特に発達障害と有する

子どもたちの支援教育の充実｣をあげ、

障害児学校から高校に異動した人に、学

校のプランや支援計画をつくってもらう

ことを期待していることを明らかにしま

した。高教組は、県教委が想定している

形で実施する場合、障害児学校から高校

へ異動する人にとっての交流の意義は何

かと疑問を呈するとともに、仮に実施す

る場合は、定数上は加配の扱いにしない

と、他の教職員と同様に授業をしながら

では到底期待されるような業務はできな

いと指摘しました。これに対して県教委

は、｢授業数を軽減できるように講師を

配置することを考える｣としながらも、

その予算が確保できるかどうか確定して

いないとも述べています。

高教組は、｢そのように内容が確定し

ていない段階で、今度の 2012 年度から

導入しようというのは拙速ではないか｣

と批判しましたが、県教委は現在｢素案｣

を提出している｢特別支援教育推進基本

計画｣の一環であることなどを理由に、

2012 年度からの導入の姿勢を崩しませ

んでした。

｢本人の希望･了承が前提｣と確認

高教組が｢実施する場合は、当然、本

人の希望･了承が前提となるはず｣と確認

を求めたのに対して県教委は、｢もちろ

んです。校種が変わるわけですから。ま

た、目的についての理解も含めて話をし

なければならないと思う｣と述べました。

組合員のみなさんには「異動・留任希望調査書」を配付します
高教組は毎年、組合員を対象に｢異動･

留任希望調査｣を実施し、定期大会で決

定した｢重点･課題人事｣の項目に該当す

る場合は、本人の希望によって、個人名

を出して県教委と交渉することにしてい

ます。昨年度も２３人について、｢重点･

課題人事｣として、本人の希望の実現を

求めました。その結果、１８人について

は希望の範囲内で実現しています。

今年度も｢異動･留任希望調査｣を実施

しますので、「重点･課題人事｣の項目に

に該当すると思われる人は、分会長を通

じて本部に調査票を提出してください。

「意向調書」、学校独自の「異動希望調査書」
「特殊事情説明書」等はコピーして保存を

◆「特定事業主行動計画｣について◆

○｢特定事業主行動計画｣とは…｢特定事業主行動計画｣ｐ１より

○人事異動にかかわる部分
…｢特定事業主行動計画｣ｐ11｢⑨その他子育て中の職員に対する配慮｣より

※子どもが何歳までを｢子育て中｣というのか
このことについては、｢特定事業主行動計画｣に中にも、根拠法である｢次

世代育成支援対策法｣にも明記してありません。しかし、通常、法的には18

歳未満が｢子ども｣とされているわけですから、18歳未満の子どもを養育し

ている場合は、「子育て中｣と言ってよいはずです。

｢希望と納得の人事｣を実現するために あなたも高教組へ


